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程衛事務業業堂泊務　営　務
部部部部部部部部　　部　部
して当初，中国人職員の間には戸惑いがあったものの，次第に文書が
スムーズに流れるようになり，個人的な動きから組織的な動きに改善
されっっある。もっとも，現在でも，規定どおりに私の所に文書が上
がってこないことがあるが。
3）人事管理
　　従業員の定員は，当初北京市野遊局から1300人プラスαを認可され
　たが，公司内部の取り決めでは1286人を定員として設定した。そのな
　かには正規の社員以外に200人の臨時社員を含む。いずれも北京市戸
　籍をもつ者に限られている。現在の大きな問題は，社員の流出が増加
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し，人手不足に陥っていることである。現在の実数は定員より30人ほ
ど割り込んでいる。中国人は旧来の社会主義の過剰な定員配置のため，
一人当たりの仕事負担は比較的軽かった。その影響からか，中国人は
一般に楽な仕事を指向し，労働強化を嫌う傾向が強い。ホテルでの仕
事量はシーズンによる増減があり，冬場のオフ・シーズンには仕事が
減り，相当な人員余剰が発生する。そのために，その時期には社員の
研修，設備の補修，客室の大掃除などを実施し，社員を遊ばせないよ
うにしている。しかし，8－10月のハイ・シーズンには仕事の量がか
なり増大し，人手不足の状態から，やむを得ず労働強化になってしま
う。これでまた辞めていく者も出る。
　辞めていく者の動機はさまざまであるが，以前はより高い待遇を求
めて同業の外資系ホテルへ移るケースが多かったが，2年ぐらい前か
らは同業に行くよりも，私営企業や個人企業に行くなどのケースが多
くなり，選択肢は多様化している。女子職員のなかには将来日本に行
くために，日本語学校に行きたいといって辞める者もある。
　社員の供給源については，管理職（幹部）社員は主に監督官庁の旅
遊局やパートナーの旅行会社などから来ている。かれらは元の職場に
籍を置いたまま出向する形ではなく，原籍をはずして合弁企業に来て
いる。もっとも元の社宅などはそのまま利用している。他方，一般社
員の場合は現在，一つの高等中学と就業協定を結んで，そこの卒業生
を毎年何十人と採用している。ホテル側は高等中学に対して一定の費
用を支払っている。一般社員は契約期間2－3年の契約制社員である。
人手不足のために，今年から協定校をいくつか増やして採用の範囲を
拡大することを検討している。
　管理職の流出を防止するために，人事昇格の面で専門職を設置する
など積極的な対策を講じている。もともと管理職のポストには限定が
あるが，現在50人の専門職を置いている。例えば，専門職部長，専門
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職課長（経理），管理職主幹などで，それらは元来の部長，課長，主幹
のサブ的なポストである。この点は日本の人事システムを参考にした。
4）労務・教育
　　労務管理上での課題は，サービスとは何かを中国人社員に教育徹底
　　するのが困難であることである。現在の教育研修制度としては，第一
　　に日本への留学研修がある。これは毎年，職務テーマ別に10人の社員
　　を選抜し，日本に研修に派遣するもの。日本のニューオータニなどで
　　かれらは3カ月間実地研修する。今まで計50人ほどを派遣した。かれ
　　らが帰国してからすぐに転職することを防ぐために帰国後3年間は辞
　　めないことを義務づけている。第二に，訓練センターでの企業内研修
　　がある。例えば，各部門から数人ずつ出して礼儀作法・サービスにつ
　　いて1週間ほど教育したり，また希望者に対して週2－3回勤務時間
　　終了後，半年間にわたり日本語と英語の会話訓練をおこなったりして
　　いる。外国語の熟練度は勤務評定の対象に含めている。
　　　社員の勤務評定では仕事の態度や勤続年数，語学水準などを考慮す
　　るが，査定項目と査定基準がきちんとできていないのが現状。従って，
　　現在，査定項目や基準について整理検討しているところである（賃金
　　制度については別項目参照）。
5）営業販売
　　　ホテル客室の稼働率（年間平均）は1991年で53．6％，1992年は65％
　　であった。1993年は70％を予定している。8－10月のハイ・シーズン
　　は70－80％以上の稼働率である。しかし，オフ・シーズンはかなり低
　　下する。オフィスビルは，現在すでに満室状態であり，またアパート
　　の入居戸数比率は今春で86％程度になっている。
　　　センター全体の部門別売上げ状況は，宿泊部門が約1／3，レスト
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ラン・宴会部門が1／3，オフィス・アパート部門が1／3をそれぞ
れ占めている。その他，地下アーケードのショッピングセンターが3
－4万元／月の売上げがあるが，これは極めて小さな部分である。宿
泊とレストランとは基本的には比例関係にあるので，宿泊部門の稼働
率をさらに引き上げればレストラン部門の売上げも増加しよう。宴会
の売上げはもっと拡大すべきであるが，主要な顧客である日本企業が
このところ宴会を節約ぎみである。
　ホテルの国別客層は，日本人が8割りを占め，圧倒的である。［この
点は前述の全日空資本系の新世紀ホテルの3割とは大きな差である。
一一M者注］　残り2割はおもに欧米入（特に冬場に多い）で占めら
れる。海外華僑及び日本人以外のアジア系人は少ない。また宿泊客は
老年の観光客が比較的多い。こうした点は当ホテルが北京の日系ホテ
ルでは最もハイレベルであることと関係している。
　当ホテルの宿泊PR活動は東京のホテルニューオータニ内の一部門が
窓口となり，営業活動を行っている。当センターの立地条件はよく，
外資系企業や外国の事務所が集中し，外国人が多く居住しているビジ
ネス街（建国門外大書）にあり，北京市の中心部に近く，また北京空
港からも比較的近いところにある。
6）賃金
　　当ホテルの賃金水準は合弁ホテルのなかでは中位，日系ホテルのな
　がでは上位にある。現在，一人当たり従業員の平均総人件費（手取り
　賃金プラス福利厚生費）は月1000元。福利厚生費はいわゆる「蘭方勘
　定」として積み立てられるが，それは手取り賃金の49％プラス60元と
　規定されているので，本人の手取り賃金は約600元余りとなる。この
　中には特別手当としての食事手当（一日2食分，290元／月）が含まれ
　ていない。
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　以前の賃金制度は余り体系的ではなく，一人一人の賃金がすべて異
なり，給与格差も全体で2－3倍足らずで平均的であった。社員のイ
ンセンティブを引き上げるために，賃金制度改革を半年かけて実施し
た。新たな賃金制度は基本給に職能給を加え，全体で11等級賃金制に
した。各等級はそれぞれA，B，　Cの三ランクに評価される。役職者に
対しては賃金をより多く分配するようにした。この結果，全体の最低
（新入社員）と最高（部長）との格差は四倍に拡大した。これに関し
て興味深い体験は，われわれの当初の賃金改革案では賃金格差をあま
り大きくしないことにしたが，これに対して中国の労働組合委員長（前
人事部長）が役職者の賃金をもっと引き上げるよう要望したことであ
る。結局，この要望を受け入れて前述のように改訂した。もっとも，
委員長自身，専属の役職罪なので自分の賃金の上昇を望んだのかもし
れない。
　賃金の査定は，一般職の場合はそれぞれの上司が行い，課長レベル
は各部門の総支配人が，部長レベルの査定は総経理がそれぞれ行うよ
うにした。
　また以前の賃金支払方法については，現金給与を支払うさいに各人
が給与台帳にサインしていた。給与台帳には各人の給与額が書かれて
いるので，その結果，各人の給与額がみんなに分かる仕組みであった。
これでは給与差別をつけにくく，社員のあいだの不満を引き起こすの
で，この方法を止めて各人には明細を袋にいれて渡すことに変えた。、
　高級職員の賃金水準は総経理が月7000ドル（年8万4千ドル）で，
これは合弁ホテルが負担し支給する。もっとも，受取時は7000ドル相
当の円でもらうので，円高状況のもとでは為替差損がでる。さらに食
事，宿泊施設をホテルが無償提供することになっている。しかし，こ
れでは不足するので不足分は日本の親企業が負担する。中国人の高級
職員（副総経理，部長）の場合，同職位同報酬の原則により，日本人
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の高級職員と同様の給与が支払われるが，その後給与の大部分は中国
人従業員の福利厚生費として控除され積み立てられる。その点で事実
上，大きな格差がある。
　福利厚生では現在，社宅が20二戸（1人1戸）しかない。これでは
増加する新入社員に対応できないので，サービス販売料の荒利益の約
四分の一を福利厚生基金として留保している。その他一定の借り入れ
を加えて昨年から社宅を新たに建設する計画を進めている。しかし，
この建設計画では旅遊局など他の単位と一緒に進める話があり，しか
も所有権について不明確の部分もあるので，まだわれわれは決定して
いない。
7）財務
　　総投資額1億2000万ドルの79％に当たる9500万ドルを日本側銀行
　団から借り入れており（円建ての借款），1992年2月からその返済が始
　　まった。額が大きいだけに金利の支払も困難である。従って，年度の
　営業収支はトントンだが，資金貸借を含めた経常収支では大幅な赤字
　である。その状態がかなり長期間継続するの判断もあって，合弁契約
　期間も当初の14年から30年に延長した。
8　北京発展ビル公司　1993年8月28日
1）概況
　　1988年，野村・中国投資（株）と北京市都市建設外資開発公司のあ
　　いだで合弁契約，1990年4月，貸しビルの営業開始，資本金1，687万
　　ドル，出資比率は，日本側が50％，中国側が50％。合弁期間は当初19
　年間，後に30年間に延長。従業員250人。
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2）不動産事情
　　北京市の不動産事業は1989年の天安門事件のあと認可がストップし
　　たが，その回しだいに認可が増加し，供給過剰傾向が生じたために現
　在はまた認可を引き締めている。1992年以降，外国企業の進出が急増
　　しているため，現在はあきらかに需要過剰にあり，どの貸しビルも満
　　室状態である。こうした状況は北京だけでなく，上海，大連，天津な
　　どの等の都市においても共通しており，不動産業は好況にある。この
　状態はあと2－3年続くことが予想される。
　　この中で賃貸料も次第に高騰してきている。例えば，1989年以前で北
　　京の最も高級な貸しビルであったCITIC［中国国際信託投資公司］ビ
　ルは年間1平米当たり35ドルであった。天安門事件による需要減によ
　　り30ドル前後に低下したものの，その後の需要増大におうじて料金は
　　あがり，現在は40－50ドルであり，なかには60ドル以上の所もある。
　　わが社は営業開始当時，北京市で一番高いレベルで価格設定したが，
　現在では北京市では中レベルの値段になってしまった。というのは，
　一般に，日系企業の場合は顧客企業との関係を考慮し，急な値上げを
　　しない傾向があり，この間も年平均で5－6％，せいぜい10％程度の
　値上げにとどめた。他方，華僑系企業は完全に需給動向と質に応じて
　価格付けをしており，年に50％も値上げする場合もある。
　　現在，外国商社は事務所としてしか認可されていないが，将来支店
　　の形で進出してくることが予想される。その場合，1支店が6千m2の
　面積を賃貸するとなると，60ドル／m2で年36万ドルの賃料となる計算
　　だ。この状況に対して商社は自己防衛的な対応策としてビルを借りる
　　よりも，自社ビルを建でる方向に進むことが考えられる。いずれにせ
　　よ，不動産部門の需要は拡大していくだろう。
　　　ホテル部門では，現在北京にはすでに客室数が約5万室あるといわ
　　れ，供給過剰である。東京でも5－6万室程度である。従って，北京
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市政府は当面合弁ホテルの建設を制限している。今年5月になって，
政府は新規ホテル計画申請を受付け，香港・台湾・韓国資本などが申
請をしたが，まだ認可されたプロジェクトはひとつもない。
3）人事・労務
　　中国の人事配置のやり方は，いわば準戦時体制を前提としている。
　つまり，何か異常事態が発生して最も忙しく対処しなければならない
　場合を想定して人数を最大限確保しようとする。しかも，タテ割組織
　編成で各部署の仕事が細かく分割されている。また仕事はすべて自社
　　の従業員で担当すべきであると考え，さまざまな現業部門（食堂・接
　待・警備・掃除など）の人員をすべて自社で採用確保しており，外注
　　に出すことはない。またそうしたサービス請負業自体もまだ大きく立
　　ち遅れている。こうした事情から，中国企業の従業員定数は必要以上
　　に多く設定、採用され，細かいタテ割編成から一人が二つ以上の仕事
　　を担当することは困難だ。従って，従業員の仕事は比較的楽である。
　　当社の従業員は250人いるが，現業部門を外注などにまわせば，正規
　　社員は20人ほどで十分である。
　　最近，外資系企業における中国人従業員の他企業への流出が増加し
　　ているが，かれらは単に賃金の高さだけをみて移動するのではなく，
　　時間当たりの労働密度，将来の発展性，安定性，福利厚生条件を含め
　　た生涯賃金，また家庭の役割分担との関係などをよく考えている。中
　　国人従業員の流動は，まず最初は国営企業から外資系企業への移動で
　　あったが，その後外資系企業間での移動が増加した。しかし，1992年
　　以降になると新たな状況が生まれ，待遇め良い一部の国営企業や私営
　　企業・個人経営企業へ移動する者が増加している。また数人が集まつ
　　て企業をはじめる者もいる。従って，現在の労働流動性は混交・多様
　　化の状況を示しているといえる。また外資系企業の労働市場も次第に
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拡大し，地域的にも市区部だけでなく郊外農村（県）や他の省からの
採用（一般には臨時工として）も認められるようになっている。
　現在の従業員はすべて契約社員であり，契約期間は2－3年である。
しかし，特に問題がなければ自動更新することにしており，トラブル
は少ない。従業員研修については，功労研修として年2回，5人ずつ
を日本に派遣して研修させており，今までに計3回実施した。また従
業員に対して英語の語学研修を課しており，週2回各2時間，能力別
クラスに分けて，勤務時間中に実施している（語学手当支給）。中国人
管理職の管理ノウハウのレベルアップは極めて速く，中国での管理ノ
ウハウ受け入れの条件・土壌は次第に形成されてきている。
4）賃金
　　　当社の賃金は，基本給，職能給，資格給（管理職賃金），ボーナス，
　手当から構成される。各種賃金の格差は資格や級別に応じてある程度
　拡大している。例えば，基本給では最高と最低の格差は2倍，職能級
　　では5倍，資格給で3倍程度であり，手当はすべて一律支給。年2回
　のボーナスの格差は最高15倍で，このあたりが限界だと考えている。
　　高級職員の賃金は三つのタイプに区別できる。第一に外国人の賃金
　　を中国人のレベルに低く合わせるもの（例えば，日本人1500元／月，
　　中国入1300元など）。この場合，日本人職員の給与はあまりに低すぎ，
　　その不足部分はすべて親企業が負担する。第二に，中国人の賃金を外
　国入のレベルに合わせ高く設定するもの（例えば，中国人6000ドル／
　　月）。この場合一般に，中国人の賃金の一部が本人に支給され，残り（大
　部分を占める）は中国入従業員のための福利厚生関係費用として留保
　　される。第三に，上記ふたつの中間タイプ。この場合，外国人と中国
　人とのあいだの形式上の賃金格差が大きくなる。いずれにせよ，合弁
　企業本社が人件費をどの程度負担できるかにかかっており，第一のタ
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イブは負担能力が小さい場合，第三のタイプは負担能力が大きい場合
である。
　本企業の場合は，第三のタイプにあたる。日本人総経理の年賃金は
9万ドル（1200万円にFIX）プラス家賃2100ドル（1日70ドル）で
あり，ここまでを合弁企業が負担している。それ以上の部分は日本の
親会社が負担している［中国人の高級職員の賃金は不明］。
5）課題
　　　当面の克服すべき課題としては，第一に資金調達問題がある。資金
　　調達額5000万ドルは実際はドルではなく，それぞれの自国通貨で調達
　　した。すなわち，2500万ドル相当の人民元と2500万ドル相当の日本円
　　である。しかし，その後の円高の為替動向のなかで返済分が膨らんで
　　いる。第二に，人材の定着と養成をいかに図るかの問題。当社は前述
　　のように過剰な入員を抱えており，日常の業務は中国人にとって退屈
　　な仕事の繰り返しである。従って，中国人従業員の企業へのロイヤリ
　　ティを強化し，インセンティブを高め，定着を図ることが大きな課題
　　である。第三に，より根本的な問題としてそもそも国際合弁会社は会
　社であって実のところ会社ではなく，一つの期限付きプロジェクトで
　　ある。その点において，企業の永遠な成長をめざす一般の経営とは異
　質である。この経営期間に限定があることがいろいろな面で共通の問
　題と悩みを生んでいる。それは例えば，社宅建設の問題，従業員の定
　着度の問題，年金など福利厚生の問題などである。
一　126　一
20
